
 

簡易型総合評価落札方式における施工計画の採否に関する通知実施要領 

 

１．趣旨 

簡易型総合評価落札方式（施工計画型）における評価の過程の透明性をより一層向上させる

とともに、入札参加者の技術力向上を図るため、入札参加者から提出された施工計画の採否の

詳細な通知を実施するにあたって、必要な事項を定めるものとする。 

 

２．対象工事 

  以下に掲げる要件を全て満たす工事 

(1) 簡易型総合評価落札方式（施工計画型）により落札者を決定する工事 

(2) 入札参加資格（特定共同企業体の場合は、構成員の代表者に係る入札参加資格）が愛媛県

内に本店（一般建設業の場合は、建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項第１号に

掲げる者、特定建設業の場合は、同項第２号に掲げる者に係る同項の許可を受けているもの

に限る。）を有する者に限られている工事 

 

３．施工計画の採否に関する通知 

(1) 通知請求の方法 

対象工事の入札参加者は、落札決定を通知した日から起算して３日（愛媛県の休日を定め

る条例（平成元年愛媛県条例第３号）第１条に規定する県の休日を含まない。）以内に、入

札執行者（知事又は知事の委任を受けて入札を執行する権限を有する者をいう。以下同

じ。）に対し、施工計画の採否に関する通知を様式１により書面にて請求することができる。

ただし、入札が無効（施工計画の内容が不適切であったため無効となった場合を除く。）又

は失格となった入札参加者は、請求することができない。 

(2) 請求に対する通知 

入札執行者は、(1)の請求があった入札参加者に対し、施工計画の採否に関する通知を請

求することのできる最終日の翌日以降速やかに様式２により書面にて通知する。 

 

附則 

（施行日） 

１ この要領は、令和４年６月１日から施行する。 

（簡易型総合評価落札方式における施工計画の採否に関する通知試行要領の廃止） 

 ２ 簡易型総合評価落札方式における施工計画の採否に関する通知試行要領（平成24年11月1

日制定。以下「旧要領」という。）は、廃止する。 

（経過措置） 

 ３ この要領施行の際、旧要領に基づいてなされている請求は、この要領の相当規定に基づい

てなされた請求とみなす。 

 ４ この要領施行の際、旧要領に基づいて行った通知は、この要領の相当規定に基づいて行っ

た通知とみなす。 



（様式１） 　　年　　月　　日

商号又は名称 株式会社　○○
代表取締役　○○　○○　　　　

　下記の工事について、施工計画の採否に関する通知を請求します。

工事場所 ○○市○○

工事名

（入札執行者）　宛　

○○第○○号　○○○○工事

開札日 ○○年○月○日

記

施工計画の採否について（請求）

※ 共同企業体による入札の場合は、「商号又は名称」は共同企業体名を記載して申請すること。



（様式２） 第　　　号
　　年　　月　　日

商号又は名称

　○年○月○日付けで請求のあった施工計画の採否について、下記のとおり通知します。

〔記載例１〕

〔凡例〕

○

×

項目 具体的な対応策 採否 備考

＜見出し＞ ○

＜見出し＞ ×

＜見出し＞ ○

＜見出し＞ ×

＜見出し＞ ×

＜見出し＞ ×

＜見出し＞ ○

＜見出し＞ ×

＜見出し＞ ○

－ －

〔記載例２〕

③

④

⑤

　入札説明書８(7)キで定める事情聴取を拒否したため、入札説明書８(7)クの規定に
より施工計画を評価対象としていない。

評価内容 ○○○に関する施工上の配慮について

施工計画の採否

①

②

：加算点付与の対象とする

：加算点付与の対象としない

開札日 ○○年○月○日

工事名 ○○第○○号　○○○○工事

工事場所 ○○市○○

株式会社　○○
代表取締役　○○　○○　様

（入札執行者）

施工計画の採否について（通知）

記


